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Ⅰ 本研究の目的

晩婚化・未婚化や長寿化による単身者の増加

は，単なる「少子高齢化」に留まらない様々な影

響を社会に及ぼしつつある。従来の社会保障制度

が前提としてきた標準世帯が減少する一方で，世

帯構造が小規模化・多様化する中，既存のシステ

ムでは対応しきれない社会保障政策への新たな

ニーズが生まれて来ている。例えば，現実には未

だ家族が担うことが多い高齢者介護への支援は，

今後，配偶者や子どもを持たない者たちが多く高

齢化した場合には，その重点の置き方が今までと

は異なってこよう。また，一人暮らしや共働き世

帯の増加は個人や子どもの健康管理に影響を及ぼ

し，疾病構造に対してマイナスに作用することも

考えられ，その場合には介護や医療における予防

事業の一層の強化が求められる。

本研究事業は，単身世帯の増加や人々の「無縁

化」等に起因する従来型の社会保障では対応しき

れない新たなニーズの特徴を明らかにするととも

に，それらに対応できる社会保障政策の在り方と

その効果測定に関する理論的・実証的研究を行う

ことを目的とする。

Ⅱ 本研究の特徴

本研究事業の特徴は，①単なる「少子高齢化」

に留まらない世帯構造の変化に焦点を当て，それ

が社会に対して引き起こす諸現象を明示的に捉え

ると同時に，そこから生じる社会保障への新たな

ニーズを定量的・定性的に把握すること，②直面

しつつあるリスクをライフステージごとに捉える

ことによって，人生のある時期に必要とされる社

会保障給付等の「整合性」を検討すること，③潜

在的な複数選択肢の比較衡量という視点を導入す

ることで，効率的な社会資源配分を達成する政策

の選択を考察すること可能となること，④社会保

障制度自体が本人の自助や家族間での互助へ影響

する可能性についても留意して研究を進めたこと

である。

Ⅲ 本研究の成果の概要1)

子ども（子育て）期：子どものいる低所得世帯へ

の支援に関するシミュレーションから，子ども手

当は，傾斜配分することで子どもの相対的貧困率

を大きく改善し，子のいる世帯の社会保険料減免

は子のいる世帯のジニ係数を0.01下げる（府川）。

若年期：15-18歳時の親の解雇は子が大学に進学

しない確率を8％程度高める（藤井）。

中高年期：1）どのような要因が抑うつの度合いを

左右するかを調べたところ，男女とも家族介護が

正の相関が強く，女性では姑との同居が正の相関

が強い（小塩）。2）家庭内における要介護者の発

生は，本人の主観的健康や生活満足度には影響を
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与えないが，男女とも就業を7〜10％抑制する。

就業抑制は介護保険導入後も緩和されない（深堀

遼太郎・酒井・佐藤一磨）。3）中高年者の日常生

活活動を良好に保つ上では，多少息がはずむス

ポーツ・健康活動を実施することが有効であり，

社会参加活動の促進が重要と考えられる（武田，

野口，田宮）。4）世代重複モデルによるシミュ

レーション分析により，年金支給開始年齢の引上

げによる厚生悪化に対応するために，雇用延長は

必要であるが，年金財政へのプラスの効果は限定

的なものにとどまる（佐藤）。

高齢期：1）今後48年間の高齢者の施設需要及び孤

独度指標に関するダイナミック・マイクロ・シ

ミュレーションによると，高齢者の施設入所率

は，65歳以上の6〜7％，85歳以上の15％前後と見

込まれる（府川）。2）国民年金制度における逆選

択がもたらす厚生損失の大きさを推計した結果，

厚生損失の大きさを全員が加入した場合の保険料

支払額との比で示すと男性で1.9％，女性で3.3％

であった（斉藤都美，別所，宮里尚三）。3）家族

が要介護状態になった場合，夫が容易に就労を継

続できる施設介護を選択した方が貯蓄の目減り分

は小さくなる（山本）。4）世帯主の退職は外食費

と食費を低下させ，生活費には影響しない。退職

前は休日に行っていた家事を退職後は平日にシフ

トさせている（暮石・殷婷）。5）公的年金（厚生

年金）に加えて企業年金をも受給する場合，世帯

消費が変化しない確率が上がるという意味で，高

齢者の消費が安定化するという結果，及び企業年

金を受給することが高齢者の働くインセンティブ

を低下させるような明確な影響は見られない（金

子）。

社会保障政策の効果：1）組合健保に焦点を当て

て，保険者間の保険料率の差を示すとともに，財

政移転の規模と影響の長期的推移を明らかにした

（別所・高久玲音）。2）産業として医療・介護を見

た場合の産業連関分析を行った。その結果，医

療・保健・社会保障・介護部門における100億円の

新規需要は化学製品1.6億円等の合計で68億円の

波及効果があることがわかった（山本）。

これら研究の成果は，PLoS One，Journal of

Epidemiology and Community Health, Quality of

Life Research, International Journal for Equity in

Health, Social Science & Medicine, Scottish Journal

of Political Economy，Proceedings of the 10th

International Conference on Social Security，統計，

経済研究，三田学会雑誌，季刊家計経済研究と

いった和文・英文の専門誌等に掲載されている。
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